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保険媒介に際して使用される文書等の表示に係るガイドライン 
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１．本ガイドラインの目的 

 本ガイドラインは、一般社団法人日本金融サービス仲介業協会の会員会社（以下「会員会社」という。）が保険商品の販売の媒介の用に供するために作成する文

書およびマス媒体による広告の環境整備に資すること、ならびに一般消費者の保険商品に対する理解促進を図ることを目的に、次の観点から作成したものである。 

 ○ 一般消費者向け保険商品の販売の媒介に関わる文書および広告の表示に係る基本的な考え方ならびに留意事項等を整理する。 

 ○ 一般消費者に著しく優良・有利であるとの誤認を招くことを防止する（＊）。 

 ○ 表示媒体および商品特性に応じて分かりやすく表示する。 

(＊) 景品表示法（不当景品類及び不当表示防止法）第４条（不当な表示の禁止） 

    一般消費者に著しく優良・有利であると誤認される表示を禁止する。 

   金融庁の「金融サービス仲介業者向けの総合的な監督指針」（令和３年●月）Ⅵ－１－３（適切な表示の確保） 

        契約者等に著しく優良・有利であるとの誤解を与える表示とならないよう留意する。 
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 本ガイドラインは、拘束力を有するものではないものの保険分野自主規制規則における各社の取組みにおいて参考にされるべきものである。なお、本ガイドラ

インは、顧客等の保護と適正な業務運営を確保する観点で、各社において自主的に行う取組み・対応を妨げるものではない。 

 

 

 また、本ガイドラインにおける各記載は、上記の目的を踏まえ、上記の観点から望ましい対応の例を示したものであるが、保険媒介業務を行う金融サービス仲

介業者（以下「保険媒介業者」という。）においては、商品の特性、事務の形態、生命保険会社との間の委託契約の内容及び生命保険会社からの要請等に応じて、

個別・具体的な対応を決定することを要する点に留意する。 

上記のほか、会員会社が、顧客本位の業務運営に関する原則を採択する場合には、自社の提供する媒介用の資料等について、同原則５（重要な情報の分かりや

すい提供）に基づき、顧客との情報の非対称性を踏まえた適切な情報提供を行う必要があることに留意する。 

 

２．本ガイドラインの改廃 

 本ガイドラインは、社会の環境変化を踏まえ、必要に応じて適宜見直し・充実を図ることとする。改廃は●●の決議によるものとする。 

 

 

３．対象 

(１) 本ガイドラインにいう「文書等」とは、保険契約の締結の媒介のために使用する文書等をいい、具体的には、一般消費者向けの保険商品の販売の媒介に関わ

る文書等（電磁的記録を含むものとする。保険料のみや割引のみを訴求するものを含み、必ずしも紙面による文書であることを要しない。）を対象とする。た

だし、保険商品名や保険会社名のみを訴求するものについては対象としない。なお、保険会社、外国保険会社等又は少額短期保険業者（以下「保険会社等」

と総称する。）の作成した文書等を、加工等を行うことなくそのまま用いる場合には適用しないものとする。ただし、保険会社等の作成した文書等をそのまま

用いる場合には、当該保険会社等との契約に従って、最新の文書等を使用するよう留意する。 

重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）については、保険会社等が作成する重要事項説明書を用いることも想定されるが、保険会社等が作成する重要

事項説明書の記載事項と、保険媒介業者が顧客に情報提供すべき事項の差異から、保険媒介業者が保険会社等の作成する重要事項説明書をそのまま用いるこ

とができない場合があることに留意を要する。 

下記５．留意事項については、重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）は対象外とし、保険媒介業者が独自に重要事項説明書を作成する場合には、金

融サービスの提供に関する法律、同法施行令、同法施行規則及び金融サービス仲介業者向けの総合的な監督指針並びに相手方金融機関である保険会社等との

契約内容及び役割分担に従った記載となるよう個別的な対応を行う。なお、保険媒介業者が重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）を作成する場合には、

一般社団法人生命保険協会が公表する「契約概要作成ガイドライン」及び「注意喚起情報作成ガイドライン」並びに一般社団法人損害保険協会が作成する「契

約概要・注意喚起情報（重要事項）に関するガイドライン」も参考となる。    

(２) 本ガイドラインにいう「マス媒体による広告」（以下「広告」という。）とは、保険商品の特徴やサービスの情報を提供することにより一般消費者の加入意思

の促進もしくは保険媒介の機会の創出のために行う広告をいい、具体的には、新聞・雑誌・テレビ・ラジオ・インターネット等のマス媒体を使った一般消費

者向けの保険商品の販売促進に関わる広告を対象とする。ただし、保険商品名や保険会社名のみを訴求するものについては対象としない。 
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＜対象となる文書等および広告の代表例＞ 

(１) 重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報） 

(２) 意向確認書面 

(３) パンフレット・リーフレット 

(４) ダイレクトメール 

(５) ホームページ上又はアプリケーション上の保険商品の販売の媒介に関わる文書、電子メール等を利用した保険商品の販売の媒介に関わ

る文書 

(６) 広告 

  ア．新聞・雑誌等による活字広告（新聞・雑誌等その他刊行物による広告、不特定多数を対象としたチラシ等印刷物による広告、ポス

ター・看板・懸垂幕等の掲出物による広告。以下「活字広告」という。） 

  イ．テレビ・ラジオ等による映像・音声広告（テレビ・ラジオ等によるコマーシャル等による広告、映画・スライド・ビデオ・ＤＶＤ・

電光等による広告。以下「映像・音声広告」という。） 

  ウ．その他情報を提供するためにインターネット等の媒体を使用した広告（インターネット・電子メール等を利用した広告。以下「イ

ンターネット広告等」という。） 

 

 

４．役割・位置付け 

(１) 文書等および広告については、誤認防止と分かりやすさの観点から以下の基本精神を踏まえるとともに、それぞれの役割や位置付けを十分認識しておくこと

が必要である。 

・記載量は、一般消費者が読める程度の分量にする。 

・内容は、一般消費者が独力でも理解できるようにする。 

・構成は、図表の使用や配色・配置を工夫することにより、一般消費者の理解を促進させるようにする。 

・用語・表現は、少なくとも同一の保険種目では、すべての文書等において同一の用語・表現に統一して表示する。 

 

(２) 文書等および広告の役割や位置付けは、下表のとおりである。 

 

下表の中で重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）は、契約者に必ず交付し、内容を読んでいただくための書面であり、特に重要な文書等に位置付け

られる。 

    

文書等および広告の種類 役割・位置付け 

重要事項説明書 

（契約概要・注意喚起情報） 

保険商品の内容や保険契約に関する重要な事項を記載した書面。 

契約者に対する契約時の交付書面であり、保険媒介人が主にこれを使用して商品の概要や契約時の注意事項等の概要を

説明し、保険契約の締結の媒介を行うための書面。 
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文書等および広告の種類 役割・位置付け 

保険媒介人から直接説明を受けない場合であっても、一般消費者が一人で読んで商品の概要や契約時の注意事項等を理

解して商品を選択したうえで、適切に契約を締結するために活用いただくためのものである。 

意向確認書面 保険契約の締結に際して、契約者の意向を把握し、申込みされる契約内容（保障・補償内容、補償金額、その他の条件

等）が契約者の意向に沿った内容であること、契約内容と保険料が適切であることを契約者自身に確認していただく書

面。 

契約者から署名または記名・押印のうえ提出いただいた後、契約者に控えを渡して、契約者自身が保険会社等に対する

保険契約の締結の申込みの際に当該申込内容（契約内容）が意向に沿った内容であることを確認できるようにする。 

パンフレット・リーフレット 

 

保険商品の概要について、特色、保障・補償内容、制限的な情報等を整理し、デザイン・配色等を工夫して視覚に訴え

かけるように記載した書面。 

商品の特長等、商品の検討・選択において重要事項説明書を補足する内容等を記載した書面。 

一般消費者が保険商品の内容を知ろうとする際や保険商品を検討・選択・比較する際に、活用いただくためのものであ

る。 

ダイレクトメール 保険商品の概要や保険料例等を記載した案内状。 

契約者や資料請求いただいた一般消費者に、各種保険商品を案内しようとして、相手を特定して送付する文書である。 

ホームページ上の保険商品の販売の

媒介に関わる文書、電子メール等を

利用した保険商品の販売の媒介に関

わる文書 

ホームページ・電子メール・アプリ上の画面で、保険商品の重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）、意向確認書

面、パンフレット・リーフレットを表示するもの。 

 

広告 新聞・雑誌・テレビ・ラジオ・インターネット等のマス媒体を使い、限られたスペースや放送時間に、一般消費者に保

険商品の特徴やサービスの情報を提供することにより、保険の加入意思を促進する、または資料請求などの保険契約の

締結の媒介の機会を創るためにマス媒体を通じて行うもの。 
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５．留意事項 

(１) 留意すべき事項 

① 文書等または広告に保険商品の特色を表示する場合には、一般消費者が保障・補償内容、保険料または加入条件等の優良性・有利性を示す情報だけに注

目して著しく優良・有利であるとの誤認を招くことのないよう、制限的な情報について、次の点に留意する。 

ア．分かりやすく明瞭に表示する。 

イ．優良性・有利性を示す情報と同一視野に入るように表示する。 

 ※ 優良性・有利性の表示と同一視野に表示することが物理的に困難な場合には、加入や保険金等の支払には所定の制限がある旨、詳しくは詳細事

項を表示した同一資料の裏面・別頁を参照していただきたい旨を、優良性・有利性の表示の極力近くに明瞭に表示すること。全体として一般消費

者に著しく優良との誤認を与えない範囲で、制限条件のうち主なものを例示し、その他の制限条件についてはご契約のしおり・約款、あるいはパ

ンフレットまたは設計書等を参照していただきたい旨を表示することも可能とする。 

ウ．文字の大きさが優良性･有利性を示す情報と比べてバランスを欠いて小さくならないようにする。 

エ．インターネット上のホームページやアプリ上において、保険料その他の保険商品の内容に係る重要な事項を表示したページから本ガイドラインに

基づき表示する事項（以下「必要表示事項」という）を表示したページへのリンクボタンをわかりやすく設けており、それをもって確認していた

だく旨を表示する場合には、必要表示事項を表示しているものとみなすことも可能とする。なお、活字広告のうちチラシについては、特に表示ス

ペースが限られており著しく優良・有利であるとの誤認を招くおそれがあることに留意する。 

       また、映像・音声広告については、表示時間が限られていることから、上記ア．～エ．に加え、下記オ．およびカ．についても留意する。 

オ．制限的な情報を画面上に表示する場合は、十分な表示時間を確保する。 

   とくに、優良性・有利性を表示する場合は、その表示を行っている間、本ガイドラインで表示を求められる事項を併せて表示すること。その際、

契約者等に誤った事実認識をさせるおそれのないよう、表示すべき事項のすべてを判読するために必要な表示時間や文字の大きさが確保される等、

十分な視認性を確保することに留意する。 

カ．音声・文字の組合せにより、優良性・有利性を示す情報のみが強調されないようにする。 

 

  ② 文書等または広告に下表の各項目（「全般」「保障・補償内容（免責事由・制限条件を含む）」「保険料」「加入条件」）を表示する場合には、それぞれの留

意すべき事項を踏まえることとする。特に、保険会社等において新商品開発または商品改定がなされたときには、約款内容と文書等または広告の表示内容

が異なることのないよう、十分にチェックする。 

    なお、広告については、表示のスペースもしくは時間が限られていることから、十分なスペースもしくは時間が確保できない場合には、スペースもしく

は時間に応じて優良性・有利性を示す情報の表示を抑制し、「保険商品の詳細については文書等で確認願いたい旨」および必要に応じて「相談先」を表示

する等、一般消費者に注意喚起を促すようにする。 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

ア．全般 (ア) 業界における最上級その他の序列を直接

に意味する用語、唯一性を直接に意味する

用語、相対的な優位性があること意味する

用語（例示は右記参照）を使用する場合に

は、その主張する内容が客観的に実証され

ていること。 

  また、客観的な実証は、具体的な根拠、お

よびその根拠が自社内比較によるものか業

界比較によるものかについて表示するこ

と。 

 

【保険種目共通事項】 

ａ．最上級その他の序列を直接に意味する用語の例 

  ・「最高」「最低」「最良」「最大」「最小」「日本一」「第一位」「ナンバーワン」 

ｂ．唯一性を直接に意味する用語の例 

  ・「当社だけ」「業界初」「他にはない」 

ｃ．相対的な優位性があることを意味する用語の例 

  ・「ワイドな補償」「最低水準」「割安」 

(注)上記ａ．～ｃ．に例示した用語等を使用する場合は、その用語の根拠となった調査方法、

出典または前提条件を表示する必要があることに留意する。 

 

 

(イ) 客観的な事実について表示する場合には、

その一部のみを表示あるいは強調すること

により、契約者等に誤った事実認識をさせ

ることのないように表示すること。 

【保険種目共通事項】 

 テレビＣＭ等において、重要な事項を画面上に表示する場合は、表示すべき重要な事項の

すべてを判読するために必要な表示時間が確保され、また、他の事項に係る文字と比較し

て、使用する文字の大きさ、形状および色彩が不当に目立ちにくい表示となっていないこ

と等、十分な視認性を確保すること。 

 ただし、表示のスペースもしくは時間が限られていることから、十分なスペースもしくは

時間が確保できない場合には、スペースもしくは時間に応じて優良性・有利性を示す情報

の表示を抑制し、「保険商品の詳細については文書等で確認願いたい旨」および必要に応

じて「相談先」を表示する等、一般消費者に注意喚起を促すようにする。 

 

【傷害保険・医療保険等、人の損害に備えるための保険】 

医療費の自己負担額を表示する場合は、契約者等に過大に認識させるおそれのないよう、

高額療養費制度を踏まえ、適切に表示にすること。 

(ウ) 客観的な事実について表示する際に、顧客

との情報の非対称性を踏まえた適切な情報

提供を行うこと。 

 

【医療保険・がん保険】 

例えば、以下のような事例を踏まえ、文書等において適切な表示を行うこと。  

・ 子供向けの医療保険に係る媒介を行う際、各自治体において整備されている子供向け

医療費助成制度に関する情報が表示されていること 

・ がん保険の媒介時等において癌罹患率を表示する際、例えば「一生涯を通じて 2人に

1人はガンになる」等の断片的な情報だけではなく、年代別罹患率の情報が表示されて

いること 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

(エ) イラストや図表等を活用する場合には、一

般消費者がイラストや図表等により補償内

容等について誤認することのないように表

示すること。 

 

 

 

 

 

(オ) 保険媒介業者は取扱可能な商品に法令上

の限定が付されているため、顧客に保険媒

介業者が取り扱うことができない商品を販

売しているとの誤解を与えないよう留意す

ること。 

【火災保険等、財物の損害に備えるための保険】 

火災保険については、家財を対象とする火災保険であることを明示すること。 

また、地震保険（地震保険に関する法律に定義されている地震保険）においては、主契約

である火災保険は家財のみを対象とするため、当該地震保険も家財に係る地震保険である

ことを明示すること。 

 

イ．保障内

容・補償内

容(免責事

由・制限条

件を含む) 

(ア) 保険契約および保障・補償の条件ならびに

留意点等を、表示媒体の特性に応じて分か

りやすく明瞭に表示する等、一般消費者に

著しく優良・有利であるとの誤認を招かな

いようにすること。 

 

【保険種目共通事項】 

 同一の保障・補償中で保険金額とは別に保険金の支払限度額や回数・期間等の制限または

免責金額が設定されている場合には、その保険金額・支払限度額や免責金額または保険責

任期間等を表示すること。 

 

 保険媒介業者は、「顧客に対し高度に専門的な説明を必要とするものとして金融サービス

の提供に関する法律施行令で定められた保険契約について、その締結の媒介を行うことが

できない。このように、保険媒介業者が取り扱うことのできる商品の範囲は限定されてい

るため、取扱不可の商品を取り扱っているとの誤認を招かないよう、保障・補償の範囲を

明瞭に表示すること。 

 

【生命保険】 

ａ. 給付事由の全部または一部について、契約後一定の不担保期間がある場合は、「契約後

●●日間は不担保期間である」など、その旨を明瞭に表示すること。 

ｂ. 保険金（給付金）額等が、被保険者の年齢、契約後の年数等の条件により減額または消

滅する場合は、その旨を明瞭に表示すること。 

 



 - 8 - 

項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

【火災保険等、財物の損害に備えるための保険】 

ａ. 家財を対象とした火災保険において、一定額以上の貴金属・宝石・美術品等は保険契約

申込書に明記物件として記載しない限り補償の対象外としている場合には、その旨を表

示すること。 

ｂ.家財を保険の対象とする火災保険において、地震・噴火・津波による損害を補償の対象

外としている場合には、これらの損害の補償には、併せて地震保険をご契約いただく必

要がある旨表示すること。 

ｃ. 地震保険（地震保険に関する法律に定義されている地震保険）においては、特に次のよ

うな点を表示すること。 

○保険金額は主契約である火災保険の保険金額の３０％～５０％の範囲内で設定す

ること。ただし、保険金額の設定に限度額があること。 

○１回の地震等による総支払限度額が設定されており、万一、その金額を超える支払

いが生じた場合には、個別の地震保険の支払保険金を削減して支払う可能性がある

こと。 

〇主契約である火災保険は家財のみを対象とするため、当該地震保険は家財に係る地

震保険であること。 

 



 - 9 - 

項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

【傷害保険・医療保険等、人の損害に備えるための保険】 

ａ．医療保険において、契約締結後の一定期間、保障・補償の対象外である場合や保障・補

償が削減される場合、あるいは保障・補償が上積みされる場合には、その旨を表示する

こと。 

   例：入院時から一定期間のみ入院給付金額が倍額となる商品について、日数の制限な

く入院給付金が倍額支払われるとの誤認を与えないよう、「倍額保障期間は●●日

間である」などと明瞭に表示する。 

ｂ．医療保険において、被保険者の年齢、契約締結後の年数、入院日数、対象疾病等の条件

により、保障・補償内容につき異なる取扱いとなる場合には、その旨を表示すること。 

   例：病気による入院等の保険期間と、ケガによる入院等の保険期間が異なる商品につ

いて、一方の商品に係る保険期間を表示するときには、他方の保険期間について

も表示する。 

ｃ．先進医療による治療費等を保障・補償する保険商品において、先進医療について説明す

る場合、保険金の支払い対象となる医療行為、医療機関および適応症等に制限がある場

合には、その旨を表示すること。 

ｄ．医療保険と傷害保険とを併記する場合には、傷害保険でも疾病による保障・補償（病気

による入院補償など）が受けられるかのような誤認を招かないように、保障・補償内容

の違いを注意喚起する等、表示のしかたに留意すること。 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

 自動車保険においては、次のような点を表示すること。 

○保険契約の条件によっては、対象となる運転者の範囲・年齢等について制限があるこ

と。 

例：運転者を家族に限定した場合の家族の範囲について表示する。 

○保険契約の条件によっては、対象となる事故の範囲について制限があること。 

 例：車両保険の補償範囲について表示する。地震・噴火・津波による損害を補償しな

い場合にはその旨も表示する。 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

(イ) 保険商品名からは保障内容・補償範囲が分

かりづらい保険種目では、保障内容・補償

範囲について具体事例を含めて分かりやす

く明瞭に表示すること。 

 

 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

自動車保険の人身傷害補償保険において、補償範囲が契約方法により異なることがある場

合には、例えば、次のような補償範囲があることを踏まえ、補償範囲を分かりやすく明瞭

に表示すること。 

・自動車に搭乗中の傷害のみを補償するもの 

・歩行中を含め自動車事故による傷害を補償するもの 

・自動車事故に加え、鉄道事故や航空機事故などの交通事故および建物火災などの事故に

よる傷害を補償するもの 

・日常生活中の傷害事故全般を補償するもの 

 

(ウ) 保険金の算出方法および損害額の認定・算

出基準を分かりやすく明瞭に表示する等の

注意喚起を行うこと。 

【火災保険等、財物の損害に備えるための保険】 

損害額の認定・算出基準について、契約方法により再調達価額を基準とするか時価を基準

とするか選択できる場合には、例えば、再調達価額を基準とした場合と時価を基準とした

場合との違いについて、次のような用語解説を行ったうえで、時価を基準とした場合には

保険金だけでは十分な復旧ができないこと等をイラストを用いて分かりやすく明瞭に表

示すること。 

・再調達価額・・・同じものを購入するために必要な金額 

 ・時価・・・再調達価額から使用による消耗分を差し引いた金額 

 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

自動車保険の人身傷害補償保険で保険金を支払う損害額の認定・算出基準と、事故の相手

方からの損害賠償で保険金を支払う損害額の認定・算出基準とが異なる場合には、例えば、

次のような説明を行う等分かりやすく明瞭に表示すること。 

 例：・人身傷害補償保険で保険金を支払う損害： 

   約款に定められた「人身傷害補償保険損害額基準」に従い損害額を計算する。 

   ・事故の相手方からの損害賠償で保険金を支払う損害： 

    示談や裁判によって、個別の事故の状況を反映して計算する。 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

(エ) 免責事由および契約引受け・保険金支払い

に際しての制限条件については、以下の点

を踏まえて、表示のしかたに留意すること。

また、付帯サービスを表示する場合につい

ても、同様の点に留意すること。 

   ・一般的なものを適切に表示する。 

  ・発生頻度が高いものや誤認しやすいもの

を目立つように表示する。 

  ・発生頻度が極端に低いものについては後

順位に表示する。 

  ・メリハリのない文字で視認性を損ねたり、

離れた箇所に記載されていたりすると、

重要な条件を見落としやすくなるので、

注意が必要である。 

  なお、免責事由や制限条件が多岐にわたる

商品については、一部の条件を強調して表

示することにより誤認を招かないようにす

るとともに、すべての条件を網羅的に表示

することで分かりにくい表示とならないよ

う、全体として一般消費者に著しく優良・

有利であるとの誤認を招かないように表示

のしかたに留意すること。 

 

【火災保険等、財物の損害に備えるための保険】 

 家財を対象とした火災保険において、例えば、一定額以上の貴金属・宝石・美術品等は保

険契約申込書に明記物件として記載しない限り補償の対象外であることを目立つように

表示したり、発生頻度が極端に低い戦争免責等は後順位とする等、表示のしかたに留意す

ること。 

 

【傷害保険・医療保険等、人の損害に備えるための保険】 

ａ．がん保険において、上皮内がん（がんが粘膜の一番上の上皮内にとどまっていて、粘膜

の一番下を構成している基底膜がまだ破壊されていない状態）等の初期段階のがんや転

移しないがんを保険金支払いの対象外としている場合には、その旨を目立つようにする

等、表示のしかたに留意すること。 

ｂ．始期前発病補償対象外の適用については、例えば、次のような異なる取り扱いをしてい

る商品があることを踏まえ、それらの混同や誤認を招かないようにする等、表示のしか

たに留意すること。 

 例：・責任開始日からの経過期間にかかわらず補償対象外とする取扱い 

   ・責任開始日から起算して一定期間経過後に保険金支払事由が発生した場合には責任

開始日以降の発病によるものとみなす取扱い 

ｃ．始期前発病補償対象外の適用については、例えば、次のような取り扱いをしていること

を踏まえ、誤認を招かないようにする等、表示のしかたに留意すること。 

 例：責任開始日前に発病した疾病または発生した事故による傷害について、正しく告知し

て契約した場合であっても、その疾病または傷害については、保険金支払いの対象外

とする取扱い 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

ａ．自動車保険の車両保険において、例えば、相対的に発生頻度が高い車の故障損害（バッ

テリーあがりを含む）やタイヤのみの損害が保険金支払いの対象外となることを目立つ

ようにする等、表示のしかたに留意すること。 

ｂ．自動車保険において、保険金支払いの対象となる事故とロードサービスの対象事例とを

併記する場合には、それぞれを混同したり誤認を招かないようにする等、表示のしかた

に留意すること。 

ｃ．自動車保険の示談交渉サービスにおいて、示談交渉サービスを受けられないケースの説

明や弁護士費用等補償特約の説明を行う等、表示のしかたに留意すること。 

 

(オ) 保険金が支払われるための要件について

分かりやすく明瞭に表示すること。支払事

由に条件がある場合にはその条件を表示す

ること。 

  なお、保険金の支払いが多岐にわたる商品

については、一部の条件を強調して表示す

ることにより誤認を招かないようにすると

ともに、すべての条件を網羅的に表示する

ことで分かりにくい表示とならないよう、

全体として一般消費者に著しく優良・有利

であるとの誤認を招かないように表示のし

かたに留意すること。 

【生命保険・医療保険】 

ａ．保険料払込免除を行う場合の免除条件を表示し、その免除条件に制限条件がある場合は、

その旨を明瞭に表示する。 

 

【火災保険等、財物の損害に備えるための保険】 

ａ．風・雹（ひょう）・雪による被災の補償や水害の補償について、損害額が一定金額以上

または一定割合以上であることを保険金支払いの要件としている場合には、その旨を表

示すること。 

ｂ．持ち出し家財の損害の補償について、一時的に持ち出された家財が日本国内の建物内に

あることを保険金支払いの要件としている場合や、損害を被る原因となった事故を限定

（火災、落雷、破裂・爆発、風・雹（ひょう）・雪災等による損害を対象とするが、水

害による損害は対象としない等）している場合には、その旨を表示すること。 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

【傷害保険・医療保険等、人の損害に備えるための保険】 

ａ．がん保険において、約款に定める状態になった後●日目からがん入院給付金を支払うこ

とになっている場合、「●日目から」を表示するときは、がん入院給付金の支払いは約

款に定める状態になった後●日目からであり、それ以前の入院は支払対象外である旨

を、明瞭に表示すること。 

ｂ．医療保険において、支払事由に該当する脳卒中について、「発病して初めて医師の診断

を受けた日から●●日以上言語障害等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと医師に

よって診断された場合」としているときには、その旨を表示すること。 

ｃ．介護保険において、支払事由に該当する要介護状態について、「要介護状態に該当して

その状態が●●日以上継続している場合」としているときには、その旨を表示すること。 

ｄ．医療保険や介護保険において、公的医療保険や公的介護保険の適用を保険金支払の前提

としている場合や、医療保険において、所定の対象手術を受けた場合のみ手術保険金の

支払対象としている場合には、その旨を表示すること。 

ｅ．医療保険や介護保険において、公的医療保険について言及する場合には、公的医療保険

の保障・補償範囲（例えば、定率の自己負担のほか、高額療養費制度により、所得に応

じた自己負担の上限が設けられていること等）について、消費者の誤解を招かないよう

客観的事実に基づき正確な記述を行い、その記載を一般消費者が見落とすような表示等

とならないよう配慮すること。 

ｆ．医療保険において、通院保険金の支払いについて退院後の通院でないと通院保険金が支

払われない場合には、その旨を表示すること。 

 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

賠償責任保険金の支払いについては、法律によって事故の相手方に生じた損害を賠償しな

ければならない責任が生じていることが要件となることを表示すること。 

 

ウ．保険料 (ア) 適用できる割増引の内容および適用条件

等を、表示媒体の特性に応じて分かりやす

く明瞭に表示する等、一般消費者に著しく

優良・有利であるとの誤認を招かないよう

にすること。特に保険料例を表示する場合

には、その保険商品の販売対象の中心とな

【生命保険】 

保険料を例示する場合には、保険名称、契約年齢・性別、保険料を表示したモデルケース

の保険期間、保険料を表示したモデルケースの保険料払込期間、保険料払込方法（月払・

半年払・年払・一時払等）と払込経路、主な給付事由、主な給付事由による保険金額・給

付金額、特約等を表示すること。 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

る契約者像を前提とした条件を表示するこ

とにより、保険料が著しく安いとの誤認を

招かないようにすること。 

 

【火災保険等、財物の損害に備えるための保険】 

 保険料を例示する場合には、保険の対象となる家財を収容する建物の構造、当該建物の所

在地、保険金額、保険料、割引の有無（割引の適用条件と割引率）等を表示すること。 

 

【傷害保険・医療保険等、人の損害に備えるための保険】 

ａ．保険料を例示する場合には、その保険料の金額に影響を与える要素（例えば、契約年齢・

性別、職種、保険期間、保険料払込方法（月払、年払、一時払等）、保険料払込期間（払

込期間を設定できる場合）、保険金額、保障・補償内容等）を表示すること。 

ｂ．医療保険においては、保険期間につき定期タイプであることを表示するとともに、保険

契約を継続する際に、継続時の年齢によっては保険料が継続前より高くなる場合には、

その旨を表示すること。 

 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

 保険料を例示する場合には、その保険料の額に影響を与える要素（例えば、補償内容、補

償期間、被保険者の範囲）をわかりやすく明瞭に表示すること。 

 

(イ) 特定の保険料割引や特定加入条件のもと

で適用される保険料について、割引率や保

険料例を表示する場合には、実際の保険料

よりも著しく安いとの誤認を招かないよ

う、その設定条件を表示すること。 

【火災保険等、財物の損害に備えるための保険】 

家財を対象とする火災保険において、安全性が高く罹災しにくい建物を対象とした保険料

割引を表示する場合には、建物の安全性能の仕様や適用条件を表示し、適用条件を満たし

た建物のみが割引の対象となる旨を表示すること。 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

  なお、設定条件が多岐にわたる商品につい

ては、一部の条件を強調して表示すること

により誤認を招かないようにするととも

に、すべての条件を網羅的に表示すること

で分かりにくい表示とならないよう、全体

として一般消費者に著しく優良・有利であ

るとの誤認を招かないように表示のしかた

に留意すること。 

 

【傷害保険・医療保険等、人の損害に備えるための保険】 

ａ．特定の年齢層や健康状態にある人に適用される保険料を、あたかも被保険者の年齢や健

康状態に関わらず一般的に適用される保険料であるかのように表示することにより、実

際の保険料よりも著しく安いとの誤認を招かないよう、その保険料が特定の年齢層に係

るものであることや、年齢によって異なることを明瞭に表示するとともに、主たる顧客

層・契約条件を前提とした保険料例を併せて表示することにすること。 

ｂ．被保険者の健康状態により保険料割引を行う場合には、割引が適用される健康状態の定

義が一般消費者に理解できるように表示すること。 

ｃ．特定の年齢層・保険金額に適用される払込保険料還付（割引）比率を表示する場合、あ

たかも他の年齢層・保険金額においても同水準の比率で還付（割引）されるとの誤認を

与えないよう、その還付（割引）比率が特定年齢層・保険金額に係るものであることや、

年齢層・保険金額によって異なることを明瞭に表示すること 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

 自動車保険において、特に車の使用目的、走行距離、運転免許証の色、運転者の範囲・年

齢等、保険料例の設定条件の一部のみを強調して表示することにより、実際の保険料より

も著しく安いとの誤認や加入がしやすいとの誤認を招かないようにすること。 

(ウ) 保険料の算出方法等を表示する場合には、

表示媒体の特性に応じて分かりやすく明瞭

に表示する等の注意喚起を行うこと。 

【自動車保険等、財物や人等への損害に総合的に備えるための保険】 

 自動車保険において、型式別料率クラス制度を使用している場合には、型式別料率クラス

制度の内容等を分かりやすく明瞭に表示すること。 
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項目 留意すべき事項 補足説明または各保険種目における留意すべき事項の事例等 

エ．加入条件 ○加入条件の優良性・有利性を表示する場合に

は、その表示が客観的事実に基づくものにな

っていること。加入にあたって一定の制限が

ある場合には、誰もが無条件で加入できると

の誤認を招かないよう、加入条件を表示する

こと。 

なお、加入条件が多岐にわたる商品について

は、一部の条件を強調して表示することによ

り誤認を招かないようにするとともに、すべ

ての条件を網羅的に表示することで分かりに

くい表示とならないよう、全体として一般消

費者に著しく優良・有利であるとの誤認を招

かないように表示のしかたに留意すること。 

 

【傷害保険・医療保険等、人の損害に備えるための保険】 

ａ．医療保険において、既往症がある人の加入に一定の制限がある場合には、誰もが無条件

で加入できるとの誤認を招かないよう、加入条件を表示すること。 

ｂ．定期タイプの医療保険において、保険期間終了後に保険契約の継続を希望しても、一定

年齢に達すると継続できなくなる場合には、その旨を表示すること。 

 

オ．手数料 〇保険媒介業者は、保険媒介業務に係る手数料   

を顧客から取得することも想定される。 

保険媒介業者が顧客から保険媒介業務に係る

手数料を取得する場合には、当該手数料の額

若しくはその上限額又はこれらの計算方法の

概要について、顧客が相手方金融機関である

保険会社等に対して支払う保険料と明確に区

別して表示を行い、保険会社等、顧客及び保

険媒介業者間の債権債務関係を明らかにする

こと。 

 

 

 

 

③ 文書等のうち「パンフレット・リーフレット」「ダイレクトメール」については、「商品の正式名称（普通保険約款名）」「引受保険会社名」「その文書の作

成年月」を表示する。なお、保険商品名の愛称（ペットネーム）を表示する場合でも、商品の正式名称が分かるようにする。 

 

④ ホームページやアプリにおいて契約締結の申し込みを受け付け、保険会社に取り次ぐ場合には、一般消費者にとって重要な情報を漏れなく閲覧・確認し

た後でないと申込みの受付ができないような仕組みとし、あわせてその情報が重要である旨注意喚起を行うなど工夫して表示する。また、インターネット広
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告等において保険商品全体を説明する場合には、保険商品の内容や保険契約に関する重要な情報を閲覧・確認できる仕組みとし、あわせてその情報が重要で

ある旨注意喚起を行うなど工夫して表示する。 

 

⑤ 広告については、一般消費者の視点で、保険商品の仕組み、保障・補償内容、免責事由および保険料など保険商品の基本に関わる事項の説明を行う。活

字広告およびインターネット広告等においては、レイアウト、文字の大きさ、配色などに配慮するとともに、平易な用語を使用し、分かりやすく明瞭に表示

する。具体的な商品内容に触れる場合には、保険商品の基本に関わる事項ならびに固有のリスクに関わる警告を表示し、その際、大きく、あるいは目立つ位

置に置くなど工夫して表示する。また、注記は本文に併記することとし、やむを得ず離れた箇所に表示する場合には、本文と注記が同一視野に入るようにし、

本文と注記との関係を分かりやすく、かつ注記部分で明瞭にするなど工夫して表示する。 

 

  ⑥ 年金支払開始時点の基礎率等に基づき年金額が定める個人年金商品の場合については次の点にも留意する。 

 

ア 具体的な年金額を表示する場合には、年金額と併せて、注意喚起文言が一般消費者の理解しやすいように明瞭に表示すること。 

 

〇 「例示している年金額は、●●●●年●月時点の基礎率等（予定利率、予定死亡率等）に基づき算出したものです。実際の年金額は支払開始時点の基

礎率等により新たに計算されますので、経済情勢、平均寿命の変化等により、基礎率等が変更された場合には、例示している年金額を大きく下回る可能

性があります。」などの注意喚起文言を明瞭に表示すること。  

 

〇 具体的な年金額に対する注意喚起文言については、次の点に留意するなど、十分に工夫して表示すること。  

・ 表示態様（レイアウトや色づけ等）に留意し、極力、明瞭に表示する。 

・ 例えば、具体的金額の表示の大きさによっては、8ポイントに拘らず適切な大きさで表示する、或いは、「大きく下回ることがあります」等の特に注

意を喚起すべき文言については具体的な年金額の表示と同等の大きさで表示する等、一般消費者が認識しやすいよう、具体的な年金額の表示と比し、

極力、目立つように活字の大きさ等も工夫し、明瞭に表示する。  

・ 具体的な年金額と同一紙面上かつ具体的な年金額の表示の、極力、近くに表示し、具体的な年金額と注意喚起文言の記載箇所の関連性を明確化する

ために十分な工夫を行う。  

・ 極力近くに表示することが物理的に困難な場合には、例えば、具体的な年金額の側に「大きく下回ることがあります」等の特に注意を喚起すべき文

言を記載する等工夫する。その場合、8 ポイントに拘らず、具体的な年金額の表示と同等の活字の大きさで表示する等、一般消費者が、例示している

年金額を大きく下回る可能性を認識しやすいよう工夫する。 

 

イ 具体的な年金額を表示せず、年金額についての説明等を表示する場合には、一般消費者の理解しやすいように表示すること。 

 

〇 「年金額は保険のご加入時点で定まるものではありません。将来お受取になる年金額は年金支払開始時点の基礎率等（予定利率、予定死亡率等）に基

づいて計算され算出されるものです。」等と理解しやすいように表示すること。 
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  ⑦ 銀行等が保険媒介業務を行う場合および預金等媒介業務を行う金融サービス仲介業者が保険媒介業務を行う場合については、当該商品が保険商品である

旨および預金とは異なる旨を表示すること。 

    その際、表示態様（レイアウトや色づけ等）に留意し、極力、表紙等の冒頭に明瞭に表示する。  

なお、保険媒介業務を行う金融サービス仲介業者（銀行又は預金等媒介業務を行う金融サービス仲介業者）名を記載する場合には、当該商品が保険であり

預金とは異なることおよび引受保険会社名について、視認しやすい場所に表示する等、保険商品であることをより明確にすることに留意する。 

 

  ⑧ 保険媒介業者が作成した文書等および広告については、保険会社等との契約において保険会社等の審査・承認等を求められる場合も想定されるため、そ

のような契約を締結した場合には、当該契約に従って保険会社等の審査・承認等を受けるものとする。 

 

（２) 留意することが望ましい事項 

① 文書等および広告に使用する用語・表現については、次の点を踏まえることとする。 

 ア．業界における専門用語や一般消費者にとって理解しにくいと思われる言いまわしの使用を避けるように努めることとし、可能な限り分りやすい表現

に置き換えるか、カッコ書きや注意書き等で説明を加える。なお、表示スペース等の関係から置き換えや説明を加えることが困難な場合には、別途、

「用語説明一覧」を挿入したり、記載例の中で説明する等、表示にあたり工夫を行うことでも差し支えない。 

     ※ 必要に応じて、一般社団法人生命保険協会が公表する「見やすく・読みやすく・わかりやすい募集文書作成のためのメルクマール【報告書】」およ

び一般社団法人日本損害保険協会が定める「保険約款・募集文書等の用語に関するガイドライン」も参考とする。 

 

 イ．同一の意味を表す用語・表現に関し、少なくとも同一の保険種目では、すべての文書等および広告において同一の用語・表現に統一して表示する。

なお、同一の用語・表現に統一して表示する場合には、文書等に該当しない文書を含めて統一することができれば、より望ましい。 

      （例）「追徴保険料」と「追加保険料」といった表現について、どちらか一方の表現に統一して使用することにより、一般消費者の混乱を防止する。 

 

② 文書等については８ポイント以上の活字を使用するなど、および活字広告の制限的な情報についても８ポイント以上の活字を使用するなどにより、分か

りやすく明瞭に表示する。 

 

③ 文書等については、下表に記載したような工夫を行う。 

 

文書等の種類 工夫の事例 

全般 次のような効果が見込まれることから、文書等の役割や表示スペースに応じて、「特約の一覧」「保険金一覧」「用語説

明一覧」「Ｑ＆Ａ」の挿入等を行う。 

ア．「特約の一覧」は、保険商品に自動的に付帯される特約と任意で付帯できる特約を一覧にすることで、保障・補

償内容の明確化に加え、契約者が選択できる保障・補償内容を明示することが可能となる。 

イ．「保険金一覧」は、独立したレイアウトにすることにより、支払われる保険金を明確にすることが可能となる。 

ウ．「用語説明一覧」は、文書等の中の用語の解説文言を減らすことにつながり、見やすい文書等の構成にすること
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文書等の種類 工夫の事例 

が可能となる。 

エ．「Ｑ＆Ａ」は、想定される疑問点と解説を用意することにより、一般消費者が文書等で示された保険商品の内容

を理解することが可能となる。 

 

パンフレット・リーフレット 

 

次のような工夫を行い、一般消費者にとって理解しやすい書面とする。 

ア．保険商品の内容等を解説する最初のページに保険商品を理解するための基本となる情報として商品構成一覧（基

本保障・補償、特約、対象範囲等保険商品の全体像を一目で理解できるように表示したもの）を表示し、一般消

費者が保険商品の概要を理解できるようにして、保険商品の検討・選択・比較を行いやすいようにする。 

イ．重要事項説明書の中の「契約概要」の内容を盛り込む場合には、一般消費者が読みやすいレイアウトにする。 

 

 

 

６．社内における管理態勢等 

  文書等および広告については、適正な表示が行われるよう、リーガルチェック等を含め、次の点に留意した管理態勢の整備や対応を行うことが必要である。

なお、管理態勢の整備や対応を行う際には、社外の意見も取り入れる仕組み等の工夫を行うことが望ましい。 

(１) 本社で集中管理するなどの方法により、表示内容に係る審査が漏れなく行われていること。 

(２) 同一の保険商品における文書等および広告のそれぞれの表示内容の整合性を確保するためのチェックが行われていること。 

(３) 契約者等から文書等および広告について表示上の問題点が指摘された場合には、指摘内容を分析し、問題点が認められた場合には改善のための適切な対応が

行われていること。 

(４) 誤表示や不適切な表示等が含まれる文書等および広告が判明した場合には、次の点に留意した対応を行う。 

① 営業部門、コンプライアンス部門、広報部門等関連部門で情報を共有したうえで、適切な顧客対応、管理態勢の見直しを行うこと。 

② 優良誤認を招くような誤表示等により、契約者に多数または著しい不利益が生じた場合には、事実を経営陣に報告すること。 

③ 誤表示や不適切な表示等が含まれる文書等および広告が判明した場合には、当該文書等および広告に係る相手方金融機関である保険会社等との契約内容

に応じて当該保険会社等への報告を行うなど、相手方金融機関である保険会社等とも連携して適切な対応を講じること。 

 

 

７．見直しの時期 

(１) 本ガイドラインに沿って、文書等の見直しを要する場合には、保険商品の改定等のタイミングにおいて速やかに対処することとする。 

(２) 本ガイドラインに沿って、広告の見直しを要する場合には、広告の改定等のタイミングにおいて速やかに対処することとする。 

 

以 上  
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●年●月●日 制定 

 


